
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６０１

基盤研究(C)

2014～2012

日本の政治過程におけるイギリス由来の政治モデル／アイディアの適用の研究

A Study of the Use and Application of Political Models/Ideas Originated in the UK

２０６２２８１４研究者番号：

武田　宏子（Takeda, Hiroko）

東京大学・総合文化研究科・特任准教授

研究期間：

２４５３０１２６

平成 年 月 日現在２７   ６   ９

円     4,000,000

研究成果の概要（和文）：本研究は、イギリス由来の政治モデルやアイディアが現実の政治プロセスで発揮する機能を
解明することを目的として、そのために言説的制度論や政治言説分析のアプローチを用い、分析対象として設定した特
定の政治モデル/アイディア（「二大政党制」、「ウエストミンスター型内閣モデル」、「国家戦略局」）がイギリス
の政治システムから日本の政治システムに翻訳・移植され、適用される過程を具体的に精査し、政治的アイディア/モ
デルが日本の政治改革過程において政治的に機能したし方を特定した。

研究成果の概要（英文）：The overall purpose of this study is to understand how political models/ideas 
originated in the UK have been functioning politically in the process of political reform in Japan since 
the 1990s. To achieve this, this study examines concretely the ways in which three political models and 
ideas originated in Britain (the Wensterminster model, two-party system and the Strategy Unit of Cabinet 
Office) have been imported, translated, and implemented into the Japanese political system. The major 
outcomes of this research project are twofold. First, the Westminster model has been referred to in Japan 
mainly as a symbolic resource. Second, although discursive institutionalism offers important insights, it 
needs to be complemented by other analytical methods such as political discourse analysis and the 
interpretive approach.

研究分野： 政治学、政治社会学、日本研究
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１．研究開始当初の背景 
2009 年 9 月、衆議院総選挙における民主党の
勝利により、自由民主党の長期政権に終止符
が打たれ、民主党による本格的な政権交代が
実現した。その翌年の 5 月に行われたイギリ
ス総選挙では、長らく 2 大政党制を担ってき
た保守党、労働党ともに過半数の議席を獲得
することができず、第 2 次世界大戦後のイギ
リス政治において初めて保守党と自由民主
党（Liberal Democrats）による連立政権が誕
生した。 
 日英両国で 1 年の差をもって生じたこうし
た政治的変化は、1990 年代以降の日本の政治
改革が 2 大政党制を主要な特徴とするイギリ
スの政治システムをモデルとしていたこと
を考えると非常に興味深いものであった。日
本で政権交代が達成され、2 大政党制が確立
しつつあるように思われた時期に、本国のイ
ギリスでは 2 大政党制の動揺が選挙結果を通
じて可視化されたわけである。ここから、な
ぜ 1990 年代以降の日本の政治改革過程では、
「2 大政党制」や「ウエストミンスター・モ
デル」といったイギリス政治由来の政治モデ
ル/アイディアが制度改革のモデルとして取
り上げられ、改革過程を経て、日本の政治
システムに実際に取り入れられたのかとい
う疑問を持つようになった。 
 同時に、言説的制度論や政治言説分析の研
究の展開に刺激され、方法論的な課題として、
アイディアやディスコースが政治プロセス
内で果たす機能についてより具体的に研究
することの必要性を感じていた。当時、政治
改革の背後にあるアイディアやロジックに
まで踏み込んで議論する日本の政治改革に
関する実証研究は存在しておらず、したがっ
て、イギリス由来の政治モデル/アイディアが
政治改革過程の中での適用を具体的に分析
することは政治学研究のギャップを埋める
重要な課題であると考えた。 
 
２．研究の目的 
研究の目的は、1990 年代以降の政治改革過程
で取り上げられたイギリス由来の３つの政
治モデル／アイディア、すなわち「2 大政党
制」、「ウエストミンスター・モデル」、そし
て「国家戦略局」を取り上げ、これらのアイ
ディアの日本への紹介や日本国内での解釈
や議論の過程を詳細に分析し、その上で、そ
れらのアイディア／モデルの日本の政治シ
ステム内での実際の運用のされ方、あるいは
運用に失敗、または運用されなかった場合は、
その経緯を精査した。上記の 3 つのアイディ
アを特に選択した理由は、主に次の 2 点であ
った。第一に、これらの政治アイディアは、
政治改革アジェンダの中心として位置づけ
られたので、日本国内での紹介・議論のされ
方を分析するための資料が豊富であること。
第二に、これらのアイディアを巡っては、イ
ギリスにおいても十分に研究がなされてお
り、その結果、日本の状況についての考察を

深めるために、参照事例として、イギリス国
内の状況との比較が容易に行うことが可能
であった。 
 実際の分析作業において、本研究は、言説
的制度論と政治言説分析の方法を批判的に
使用した。これにより、本研究は、現代日本
政治改革過程の実証研究として新たな知見
を提示することのみならず、ディスコースに
焦点をあてた政治分析の手法をさらに洗練
することをも目指した。 
 
３．研究の方法 
1990 年代以降、現代政治分析研究の分野では、
政治のダイナミクスを分析するにあたって、
アイディアやディスコースに焦点をあてる
分析手法に対する注目が高まり、言説的制度
（discursive institutionalism）のアプローチが
発展した。本研究では、こうした研究動向を
踏まえた上で、言説的制度論にポスト構造主
義の影響を強く影響を受けた、ヨーロッパで
展開している政治言説分析(political discourse 
analysis)の方法することを目指した。こうし
た試みを行ったのは、言説的制度論において
は、政治言説の多層性（例えば、同じ政治言
説に対して、異なるアクターが異なった解釈
を与えること）や流動性が充分に考慮にいれ
られてはいなかったこと。さらに、言説的制
度論を使用した研究では、政治言説の「意味
するもの」と「意味されるもの」の結びつき
が、本来、社会科学的であるというよりは政
治的であるという点が等閑視される傾向に
あったという理由であった。政治言説分析は、
政治プロセスにおける意味の生成・再構成の
ダイナミクスに対してより焦点をあて、さら
に、分析行為自体に潜む政治性を問題化する
志向性を持っており、従って、「解釈学」的
傾向を持つが、それゆえに、正統性の獲得を
めぐって言説上の闘争が行われているよう
な動的なケースを精査する場合においては、
より有効な分析手法であると考えられた。以
上の理由により、本研究では上記のような方
法論的選択を行った。 
 本研究の具体的作業は、文献のサーベイ／
分析、資料収集／分析、インタビュー調査、
イギリスでの調査を通じて行った。作業の過
程で、英国シェフィールド大学社会科学部政
治学科および東アジア研究学科の研究者、オ
ックスフォード大学、ロンドン大学等の日本
学研究者から助言と支援を頂いた。 
 
４．研究成果 
（1）Lijphart (1999/2012)は世界 36 か国の民主
主義体制を分類する際に「ウエストミンスタ
ー・モデル」と「コンセンサス・モデル」と
いうふたつのモデルを使用しており、「ウエ
ストミンスター・モデル」を「広く尊敬を集
めているモデル」であると説明している。対
して、本国イギリスでは、1990 年代以降、「ウ
エストミンスター・モデル」の動揺と変化を
報告する研究が数多く発表されており（Bevir 



and Rhodes 2006; Bogdanor 2009; Flinders 
2010）、さらに「ウエストミンスター・モデ
ル」という用語の定義そのものからして、
様々な政治アクターの中で合意が形成され
ているわけではなく、そもそもこの用語が学
術研究の枠組みを超えて広く浸透している
とは言えない状況となっている。加えて、ニ
ュージーランドやオーストラリアなど、かつ
て「ウエストミンスター・モデル」型の統治
システムをとっていたと言われていた国が、
近年、制度改革を経てより「コンセンサス・
モデル」に近い統治システムに移行している。
こうしたことから、統治モデルとしての「ウ
エストミンスター・モデル」の政治モデルと
しての有効性自体に対する疑問が提示され
ている。 
（２）以上のように「ウエストミンスター・
モデル」ということばは多義的、流動的であ
るが、この用語の主にオセアニア圏での使用
のされ方を分析して、Rhodes, Wanna and 
Weller （2009）は「ウエストミンスター・モ
デル」には次の 5 つの意味領域があると指摘
している。 
①「遺産」としてのウエストミンスター 
②「政治的道具/手法」としてのウエストミン
スター 
③「正当化された伝統」としてのウエストミ
ンスター 
④「制度的カテゴリー」としてのウエストミ
ンスター 
⑤「政治システム」としてのウエストミンス
ター 
こうした分類を行った上で、同書は多義的で
流動的な「ウエストミンスター・モデル」と
いう用語が実際の政治過程において意味を
少しずつ変えながら、様々なアクターによっ
て使われていくことにより「シンボリック機
能」を発揮し、政策の形成/執行、政治的決定
が執り行われる際にこの「シンボリック機
能」が正当性を主張するための有力な政治的
資源となっていることを指摘している。 
（３）上記で紹介した海外における研究動向
を参照しつつ、日本における「ウエストミン
スター・モデル」という用語の使用のされ方
を様々な言説ジャンル（政策文書、政策提言、
学術書、新聞/雑誌記事など）において分析す
ると、いくつかの興味深い点が浮かび上がる。
第一に、本研究が採取した言説データでは、
政治改革の論議の過程において「ウエストミ
ンスター・モデル」の定義が議論された形跡
は確認できなかった。関連して、第二に、本
研究の開始後に出版された小堀（20xx）でも
指摘されているように、日本において政治改
革が議論されていた時期は、イギリスでも統
治機構改革（constitutional reforms）が進んで
おり、「ウエストミンスター・モデル」に著
しい変化が観察され、さらにニュージーラン
ドやオーストラリアの「脱ウエストミンスタ
ー・モデル化」を受けて、「ウエストミンス
ター・モデル」に関する論議が進んでいたわ

けであるが、こうした点が日本国内の議論に
おいて明確に認知されていたことを示す言
説データも確認できなかった。 
（４）それでは日本において「ウエストミン
スター・モデル」とはどのように理解され、
使われてきたのか。第一に、日本においても
「ウエストミンスター・モデル」ということ
ば自体が学術領域以外の場で使用される例
は少数の例外を除いてほとんど確認できな
かった。第二に、先に挙げた点に対して、「イ
ギリスの政治制度」ということばは、言説ジ
ャンルにかかわらず「政治モデル」を意味す
ることばとして頻繁に使用され、その場合、
意味内容としては「ウエストミンスター・モ
デル」に部分的に対応している。ここで「部
分的」という留保をつけたのは、例えば
Lijphart (1999/2007)では「ウエストミンスタ
ー・モデル」の意味内容として 10 の要素（①
単独過半数内閣への執行権の集中、②内閣穂
優越、③2 大政党制、④多数決に基づく競争
的な選挙制度、⑤利益集団多元主義、⑥単一
的で集権的な政府、⑦一院制議会における立
法権の集中、⑧軟性憲法、⑨違憲審査権の欠
如、⑩執行府による中央銀行のコントロー
ル）を指摘しているが、日本においてはこの
うち選挙制度と内閣と首相の権限が強調さ
れ、議会制度と憲法、中央銀行という点には
余り触れられることがなかった。言い換えれ
ば、「イギリスの政治制度」への言及は政治
改革の個々の論点に関して選択的になされ
ており、そこにおける意味内容としてはやは
り限定的である。第三に、より近年になって、
政治改革の成果を評価する学術的研究にお
いて、評価を行う際の参照枠組みとして「ウ
エストミンスター・モデル」が言及されてい
る。しかしながら、こうした例においても、
上記したような部分的、限定的なことばの運
用のし方を観察することができ、また日本国
内での議論は「ウエストミンスター・モデル」
に関するイギリス国内および国際的議論と
は切り離されている。 
（５）本研究では、さらに、イギリスと日本
の間における学術交流のあり方について実
施 調 査 を 行 い 、 政 治 団 体 で あ る the 
British-Japanese Parliamentary Group、大学機関、
日本学術振興会や Asian House などの政府関
係機関、Daiwa Anglo-Japan Foundation や
UK-Japan 21st Century Group などの民間の学
術支援団体を通じた日英間の学術交流を通
じて「ウエストミンスター・モデル」やイギ
リス政治システムに関する知識がどのよう
に移転されてきたのか検討しようと試みた。
1990 年代以降、2009 年の政権交代前後に民
主党がイギリス政治調査団を 2 回派遣して、
イギリス政治システムの調査を行った以外
に、政府や政党よる組織的なイギリス政治/
議会の研究の試みは確認できなかった。しか
しながら、両国の政治家/研究者は、特定の目
的、トピックやテーマが設置されたアドホッ
クな会議、シンポジウム、セミナーなどに参



加することによって交流し、そういう場にお
いて「ウエストミンスター・モデル」に対す
る言及もなされている。しかしながら、こう
いった例においても言及する側の用語に対
する理解にそもそもばらつきがあり、また言
及のなされ方も個別的、断片的であったので、
日英間の知的交流を通じて「ウエストミンス
ター・モデル」に関する体系的な知識の移転
があった形跡は確認できなかった。 
（６）理論的/方法論的な面においては、今回
の研究を通じて、どちらかと言えば言説/アイ
ディアの流通に議論の重点を置きがちな言
説的制度論は、言説の意味や理解の枠組みの
設定をめぐる政治的ダイナミクスにアプロ
ーチすることを可能とする政治言説分析や
Bevir と Rhodes が提唱する「解釈学的アプロ
ーチ」(Bevir and Rhodes 2003)によって補われ
ることにより、より意義深い研究結果を提示
することができると確信することができた。 
（７）最後に、今回の研究を通じての具体的
な成果物として、下記に示した論文や研究発
表の他に、研究論文 2 本が現在、査読の過程
にあることを報告しておく。 
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